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第1章 研究システムの改革
第2章 新しい理研科学者会議と「主任研究員制度」
第3章 自由な発想で新しいサイエンスを拓く



　理研100年の多くの期間を支え続けてきたのが、主任研究員およ

び主任研究員会議である。研究テーマのબ定、人事、予算、施設利

用・研究室等の編成についてࡋ量権が与えられ、運営面でも中心的

な役割を果たしてきた。そこから「科学者の自由な楽園」や「理研

精神」が育まれた。しかし現在の理研は、少数の定年制職員と多数

の任期制職員とがࠞ在する複合組織であり、このいわばਫと༉を両

立・融合させることが、理研の今後をࠨӈする伴となっている。



研究システムの改革
《ILs、フロンティア、中央研、基幹研、科学者会議》

第 1 章 

　この章では、理化学研究所の骨格ともいえる 主任研究員研究室（ ILs）と、 フ
ロンティア研究システム（フロンティア、 FRS）、 中央研究所（中央研、 DRI）、
 基幹研究所（基幹研、 ASI）、 科学者会議（旧）の発展的展開について記載する。
　理研100年の歴史の中で、主任研究員が果たしてきた役割と功績は大きい。研
究者が自らの発想によって自由な研究を進めるために導入されたものが、1922
（大正11）年の「 主任研究員制度」である。主任研究員には、研究テーマの決定、
人事、予算、施設利用・研究室等の編成について裁量権が与えられ、理研の運営
面でも中心的な役割を果たしていくことになった。
　1986（昭和61）年、 国際フロンティア研究システム（FRP、1999年より
 FRS）が始まった。これは「任期制研究員による時限付きのプロジェクト研究」
というまったく新しい制度であり、今日の戦略および基盤センター群の出発点と
なった。それ以降の30年間、主任研究員による理研独自のボトムアップ研究と
フロンティア研究システムによるトップダウン的に、より広範な分野を集中的・
中期的・流動的に実施する研究との共存・融合というテーマは、理研の研究シス
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テムにとって常に検討課題となった。
　2002（平成14）年、主任研究員研究室群は中央研究所に組織化された。
2008年には、その中央研究所とFRSが統合されて基幹研究所がスタートした。
ところがその5年後の2013年には基幹研が発展的に解消し、主任研究員研究室
群は戦略研究センターから新たに任命された主任研究員とともに、理事長直轄下
に置かれた。組織改革の試行錯誤は続いている。
　これと付随するような形で、伝統の主任研究員会議（主任会）も変容を遂げた。
主任会は明文化されてはいなかったが、理研の主任研究員制度そのものを支える
重要な仕組みであった。2005-2013年に理事長諮問機関として科学者会議（旧）
が置かれた。その後、主任会との入れ子状態を解消するために、伝統の主任会に
近い形の新しい科学者会議（新）が2013年度からスタートした。これも一つの
回答ではあるが、なお模索は続いている。
　なお本章の理解のために、図1に組織変遷の概略を示した。

第1節　中央研究所（DRI）の設立

　国は1995（平成7）年に科学技術基本法を制定し、1996年、第Ⅰ期科学技術
基本計画を策定実施する中、理研では1997年、国際フロンティア研究システムの
活ಈを基に、初の時限付き戦略研究センターとして「脳科学総合研究センター」
を開設した。これをൽ切りに、ミレニアムプログラムとも相まって、1998年に
ゲノム科学総合研究センター、2000年に植物科学研究センター、遺伝子多型研
究センター、発生・再生科学総合研究センター、2001年には免疫・アレルギー
科学総合研究センターと、続々と戦略研究センター群を開設した。それに加えて、
基盤研究センターとしても、1997年、SPring-8の運用開始に൐って播磨研究所
が、2000年に筑波研究所が、そして2001年には筑波にバイオリソースセンター
が開設され、理研の研究分野と組織はٸ速にڊ大化していった。
　このような特定の学術研究をミッションとして推進するセンター群が次々と成
立していく状گ下で、次代の学術の芽を生み出すべき主任研究員研究室（ILsɿ
Institute Laboratories）がຒ຅し、将来の研究分野創成の芽をఠみかねないと
いう危機感が生まれ、主任研究員研究室群のビジビリティ向上を目指してILsの
組織化がݕ౼された。2000年の第1ճILAC（ILs Advisory Council）で、「ILs 
as �e Heart of RIKEN」のスローΨンを掲げ、このضҹの下、2002年4月、
初のILsの組織体「中央研究所」（Discovery Research InstituteɿDRI）が設立
された。初代所長はҪ্↳௚理事であった。
　2003年10月、独法のスタートとともに初代理事長に野依良治が就任し、理研
は野依イニシアチブの下で新たなスタートを切った。中央研では、所長として্
ೋ所長をܴえて、ଞの޾כಓが就任、半年間のリリーフ後、2004年4月に޺௶
戦略センター群とも同等の位置付けとなった（図1および図2）。
　しかし、この中央研究所は、和光Ωャンパスに所ଐの41研究室と5基盤研究部
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をଋねたもので、播磨研究所の9研究室は所ଐしていなかった。そのため、Ωャ
ンパスを௒えた総計55研究室ILsをଋねる運営฼体である主任研究員会議（主任
会）の立ち位置は、中央研究所の運営体制とのはざまで揺れಈくこととなった。
すなわち、中央研究所の運営の中心に主任研究員会議が位置付けられているもの
の、明文化されていない主任会が、これら複数の研究所の構成員である主任研究
員の人事や将来計画さらには所内予算配分を主体的にಈかすことに、ࠔ೉が生じ
るようになってきた。さらにその後、כ所長は、和光研究所所長も兼務すること
になり、中央研設立以前は80年間にわたって理事会と直結していたILsが、理事
会-和光研所長-中央研所長という階૚構造の下に置かれることとなり、複ࡶさを
増していった。
　それに前後して2ճのILACが開かれ、理研におけるILsの位置付けが最大の
テーマとなった。第2ճILAC2004（2004年2月2-3日、ҕ員長ɿ෱ࢁ秀敏、中
央研所長ɿ上௶޺道、主任会議長ɿ川合眞紀、実行ҕ員長ɿத野໌඙）、および
第3ճILAC2006（2006年2月27-28日、ҕ員長ɿ෱ࢁ、中央研所長ɿכ、主任
会議長ɿԆᢛ秀ਓ、実行ҕ員長ɿ྘川ࠀඒɿ図3）におけるILs関࿈の主な提言は、
次のようにまとめることができる。
　　① 主任会はこれまでと同じ機能を担うべきである。播磨研究所や仁科加速器

研究センターのような大型施設を༴する状گでは組織的な区分けは必要だ
ろうが、特に新主任のબ考やそのଞの定年制職員の࠾用に当たっては、主

ਤ ùɹதԝ研究所、޾כೋ所௕ʢલྻ͔ࠨΒþਓ໨ʣͱϝンόーʢù÷÷þ೥øù݄þ೔ʣ

ਤ úɹ*-"$ù÷÷ýのࣸਅʢ࠷લྻࠨ୺ɿ޾כೋॴ௕ɺúਓ໨ɿ෱ࢁ秀敏ҕһ௕ʣ
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任研究員の間で一؏性をอつようあらゆる努力をすること。
　　② ILsが独創的な発想に基づいた研究（curiosity-driven research）を実施

するための支援と自由を有しているという理研の最も重要かつ独特の特徴
を強く支持する。

　第3ճILAC直後の2006年4月、RIBFの׬成に൐って、仁科加速器研究セン
ターが開設され、中央研究所から独立した。実際には、前年度からフロンティア
研究システムに重イオン加速器科学研究プログラムとして所ଐし、準備活ಈを経
ての独立であった。これによって、ILsの7研究室が仁科に移੶し、中央研所ଐ
のILsは36（2007年現在）にまでݮ少した。この2年後の2008年、基幹研究所
が発足する。

第2節　画期的だったフロンティア研究システム
（FRS）

　1986（ত和61）年、ٶౡཾڵ理事長によって国際フロンティア研究システム
（1999年、フロンティア研究システムに改称）が創設された。任期制研究員によ
る時限付き研究プロジェクトを外国人研究者もܴえೖれて推進する体制を導ೖし
たのである。「この時、理研のྺ史は変わったʂ」といえるほどの大改革である
が、これまで、理研のྺ史を語るとき、ٶౡのޭ績が過খ評価されているように
思えてならない。当時の『NYタイムズ』ࢴは「日本、模฿を୤ൽ、科学のパイ
オニアとして登場」と、この理研の国際フロンティア研究システムの導ೖを報じ
たほどである。この取り組みがなければ、その後の、大発展をスムーズにはܴえ
られなかったと言っても過言ではなかろう。この新たな研究システムは、理研の
みならず、わが国の研究体制にとっても画期的であった。
　時計を先に進めて全体の経緯をみると、フロンティア研究システムは2008年
4月に中央研究所と統合して基幹研究所となり、それ自体は21年半のྺ史にນを
下ろす。図4に、その間の全プロジェクトを年表としてまとめた。FRSは極めて
ダイナミックな研究体制であり、21年間に21プログラムが૸っていたことにな
る。当初は、5年ʷ3期＝15年間プログラムとして始まったが、す͙に8年ʴ7
年＝15年間となった。しかし、15年間を全うしたものは多くない。
　細かくみると、国際フロンティア研究システム発足時の二つのプログラム、①
生体ϗメオスタシス研究と②フロンティア・マテリアル研究は5ʴ8＝13年間の
活ಈの後、1999年にそれぞれ、⑧生体௒分子システム研究とᶋ時空間機能材料
研究プログラムに引き継がれた。
　③思考機能研究プログラムは9年間の活ಈを基に、1997年、脳科学総合研究
センターに発展し、戦略研究センター群ྛ立の先陣を担うこととなった。
　④フΥトダイナミクス研究センター（ઋ୆）と⑤バイオ・ミメティックコント
ロール研究センター（名ݹ԰）のいわゆる地域展開フロンティアの2݅のみが、
15年間を全うしたことが分かる。
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　ᶌ単量子ૢ作研究プログラムは、企業出਎の第4代システム長のؙࢁӯ一が、
企業との࿈ܞ強化を意図して日立੡作所から電子ݦඍڸの第一人者の֎ଜজをプ
ログラムディレクターとしてܴえたϢニークな取り組みであった。

第5代の玉尾皓平システム長が就任
　2005年4月、第5代フロンティア研究システム長として、京大化学研究所から
ඌには、ライフサイエンスภ重気味の理研に、物質科学分ۄ。ඌᚠฏをܴえたۄ
野の強化がୗされた。ۄඌは、FRSは理研の活力の源であるべきだとして、「�e 
Fountainhead of RIKEN`s Vitality」という標語を考案した。�e Heart of 
RIKENを標ᒗする中央研に対して、ҧいを強調するとともに相ิ的な役割も明
示し、FRSのミッションをより明確に打ち出すことを意図したのである。
　しかし、2005年当時、FRSはすでに大きく変質していた。長期プロジェクト
だけでなく、センター化に向けた大型プロジェクトの「短期準備室」のような役
割も担うようになっていたのである。ᶍものつくり情報技術統合化研究プログラ
ム、ᶏ産業界との融合的࿈ܞ研究プログラム、ᶐ重イオン加速器科学研究プログ
ラム、ᶑ分子イメージング研究プログラム（神戸）、ᶓRNA新機能研究プログラ
ムなどである。これらは全て、3年以内にଞ部ہに移؅された。あるいは、移؅
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されることになっていた。FRSでは、これらを「インΩュベーション機能の達
成」として、その役割を積極的に評価・強調したが、外部評価であるFRAC2004
およびFRAC2006（図5）からの提言はݫしいものだった。

　「そもそもFRSの使命や目的が何であるかが分からない。新規に組みೖれ
られてきた研究プログラムのબ定過程が非常に不ಁ明・不合理であるし、フ
ロンティア研究に相応しくないものもある。」（FRAC2004）
　「FRSを空ߓのトランジットラウンジのように使うべきではない。理研の
運営上、予算上の問題でプロジェクトを1、2年間だけFRSに置くようなこ
とはすべきでない。FRSのディレクターが指導力を発揮できるよう、プロ
ジェクトબ定プロセスを改ྑすべきである。」（FRAC2006）

長期プログラムの立ち上げ
　こうして、長期プログラムの立ち上げが、ۄඌシステム長の新たな重要任務と
なった。すでに֓算要求が認められた新たなプログラム2݅が、2005年10月か
ら発足することは決まっていた。一つは、④フΥトダイナミック研究センター
（ઋ୆、センター長ɿைాࢿউ）が多大な成果をऩめて2005年9月຤で15年間の
プロジェクトを終え、ᶒテラヘルツ光研究プログラム（ઋ୆、PD྘઒）に引き
継がれることになっていた。もう一つは、まったく新たな分子イメージング研究
プログラムの立ち上げであった。
ඌは分子イメージングプログラム準備室長も兼務し、グループ構成を含めてۄ　
その具体化に取り組み、2005年10月、ᶑ分子イメージング研究プログラム（神
戸、PD౉ลګ良）をスタートさせた。本プログラムは、当初からセンター化を
目指したものであって、1年後の2006年10月には神戸研究所に׬成した建物に
移転を始め、2年後には、「分子イメージング研究センター」（センター長ɿ౉ล
。として、FRSからଔ業していった（ྑګ
　次に取り組んだのは、2007年9月に終了予定の⑧生体௒分子システム研究
（PDླ໦໌਎）およびᶋ時空間機能材料研究（PDᅳ෢๛ت）の後継プロジェク
トの立ち上げであった。理研の長い౶࠯関࿈研究プログラムであった⑧の第2期

ਤ üɹ'3"$ù÷÷ýʢલྻ͔ࠨΒüਓ໨ɿ௕ా義仁ҕһ௕ɺ͔ࠨྻޙΒ֎ଜজ(%ɺߐࡉൟ޾(%ɺ土肥
義治ཧࣄɺۄඌγεςϜ௕ɺᅳ෢๛ت(%ɺླ໦໌਎(%ʣ
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とも位置付けるものとして、阪大から୩ޱ௚೭をটいてᾛシステム౶࠯生物学研
究プログラムを立ち上げた。そして、野依理事長、土肥義治理事らから強い要੥
のあった物質科学の強化策として、ᶋの後継として、東大からे૔޷紀と૬ా୎
をটいて、それぞれ、ᶕަࠩ相関物性科学研究プログラムとᶖ物質情報変換化ࡾ
学研究プログラムを立ち上げた。
　これら3プログラムは長期プログラムとして計画されたが、2007年10月に発
足した時点で、すでに、その半年後にはフロンティア研究システムと中央研の統
合による基幹研究所の発足が決まっており、再編計画͙るみの、波ཚ含みのス
タートとなった。
　その1年前の2006年10月25日、フロンティア研究システム創立20प年記೦式
典が੝大に挙行された（図6）。文科ল、内ֳ府、日本学術会議、科学技術ৼڵ
機構、日本ݪ子力研究開発機構、放射線医学総合研究所、理化学研究所と਌しむ
会、ઋ୆ࢢ、名ݹ԰ࢢ、神戸ࢢからの来ෂのほか、理研相ஊ役、国際フロンティ
ア研究システム、フロンティア研究システムの運営ҕ員、評価ҕ員らが多数出੮
した。ۄඌシステム長は、20年間のFRSの活ಈを総ׅし、「フロンティア研究シ
ステム創立20प年を、理研の長期的展๬に立った、FRSの真の使命の再確認の
機会としたい」と結んだ。しかし事実上すでに統合計画のݕ౼が始まっており、
複ࡶな心境が含まれていた。

第3節　基幹研究所（ASI）の設立による統合

統合への取り組み
　2008（平成20）年度から始まる理研第2期中期計画策定に向けて、2006年ळ
͝ろから、中央研とフロンティアの統合計画がු上した。౔ං理事からۄ、כඌ
らに初めてその方針が示されたのは、FRS20प年記೦式典の1カ月前のことで
あった。
　その統合にࢸるഎܠ、経緯は以下のようにまとめられる。

ਤ ýɹϑϩンςΟΞ研究γεςϜù÷प年ه೦ॕլ
ձʢù÷÷ý೥ø÷݄ùý೔ɺαϯέΠϓϥβʣɹʢࠨʣ
ѫ͞ࡰΕΔٶౡཾڵɾݩཧࣄ௕ɺʢӈʣ'34ྺ
୅γεςϜ௕ɿ͔ࠨΒୈü୅ۄ�ඌᚠฏɺୈû
୅�ؙࢁӯ一ɺୈú୅ç永Ҫ޹ࠀɺୈù୅çҏ౻
正உ
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　21世紀をܴえて、理研は物理学、化学のみならず工学、生物科学、医科学の
分野もแׅし、14の所内研究所・センター群を抱え、総研究者数3200人を༴す
る大研究所へと成長を਱げている。その一方で、中央研所ଐのILsは仁科加速器
研究センターや放射光科学総合研究センターの独立などで規模が໿70%にॖখ
している。また、フロンティアは任期制研究者による時限プロジェクトを理研内
外にී及させたことから、その果たすべき役割をインΩュベーションに移行した
が、運営費ަ付金がॖখ܏向にあり、ݸ々のプロジェクトのセンター化はࠔ೉な
状گとなった。
　「新たな研究の芽を生み出す機能」（中央研精神）と「それらの芽を最先端の研
究領域に育む機能」（フロンティア精神）とを統合・総合化することによって新
しい研究領域を開拓し、科学技術の飛躍的進歩と人類社会の発展に貢献する。
　この基本コンセプトの下、「科学フロンティア研究所（Ծ称）ݕ౼ҕ員会」（ҕ
員長ɿ౔ං義࣏、෭ҕ員長ɿۄ、כඌ）で議論を重ね、統合後の研究所名は理研
の基幹たるべき存在として「基幹研究所」「Advanced Science InstituteɿASI」
と決め、さらに「基幹研究所準備ҕ員会」（ҕ員長ɿۄඌ、ҕ員15名余）で半年
間の議論を重ね、2008年4月1日の発足にこぎつけたのである。

基幹研究所の発足
　このようにして、2008年4月1日、常ۈ研究系人員໿600名（定年制研究者と
任期制研究者がおのおの໿210名、テクニカルスタッフ80数名、基礎科学特別研
究員70数名）の理研の中֩機関としての基幹研究所（所長ɿۄඌ、෭所長ɿ઒合、
௕ా義仁）が誕生した（図7）。これによって、定年制と任期制の所ଐ長が一体
となって研究を推進する組織、ボトムアップとトップダウンの両方によって研究
テーマを決める仕組みの導ೖによって、長期的な研究と短期集中型の研究の両方
のメリットを生かすことのできる、いわば理想的な基幹研究組織ができ上がった
のである。

ਤ þɹװج研究所ൃ଍時のू߹ࣸਅʢù÷÷ÿ೥û݄ù೔ɻલྻҜࢠ੮ɺ͔ࠨΒÿਓ໨ɿۄඌॴ௕ʣ
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研究所ɹൃ଍時の૊৫װج
ཧԽֶ研究所
ཧࣄ௕ʢ野依ʣ

γεςϜࢉܭੜ෺ֶڀݚάϧʔϓʢହ஍ʣ
ੜମγϛϡϨʔγϣϯڀݚάϧʔϓʢඣ野ʣ

ਪਐάϧʔϓʢલాʣڀݚ科ֶࢠ෼ڥ؀
෼ࢠ৘ใੜ໋科ֶڀݚਪਐάϧʔϓʢ࿨ాʣ
εʔύʔɾΞφϥΠβʔ։ൃςΫϊϩδʔڀݚਪਐάϧʔϓʢ大৿ʣ
ಈతਫ࿨ߏ଄ͱ෼ࢠաఔڀݚਪਐάϧʔϓʢླ໦ʣ
ΤΩκνοΫྔࢠϏʔϜڀݚਪਐάϧʔϓʢ࡚ࢁʣ
ੜମ௒෼ߏࢠ଄ɾػೳڠڀݚ άྗϧʔϓ

όΠΦΞʔΩςΫτڀݚਪਐάϧʔϓʢத野ʣ
෼ࢠΞϯαϯϒϧڀݚਪਐάϧʔϓʢՃ౻ʣ

෺࣭ͷ૑੒ڀݚਪਐάϧʔϓʢᓎҪʣ
ਪਐάϧʔϓʢ຀ౡʣڀݚӉ஦ݶۃ

຀ౡӉ஦์ࣹઢࣨڀݚ
ॉ࡚ࢉܭӉ஦෺ཧࣨڀݚ
ࣨڀݚ෺ཧࢠݪ࡚ࢁ
ࣨڀݚ෺ੑཧ࿦࡚ݹ
ࣨڀݚ໦࣓ੑߴ
河野௿Թ෺ཧࣨڀݚ
྘川Ϩʔβʔ෺ཧࣨڀݚֶ޻
河ాφϊϑΥτχΫεࣨڀݚ
大৿ૉࣨڀݚֶ޻ࡐܗ
ੴۃڮඍσόΠεࣨڀݚֶ޻
લాόΠΦࣨڀݚֶ޻
ҏ౻φϊҩࣨڀݚֶ޻

ࣨڀݚ෼ޫࢠ෼ݪా
࿨ా௒෼ࢠ科ֶࣨڀݚ
Ճ౻෼ࢠ෺ੑࣨڀݚ
ླ໦Խֶ൓Ԡࣨڀݚ
ި༗ۚػଐԽֶࣨڀݚ
କԬ༗ػ合੒Խֶࣨڀݚ
川合ද໘Խֶࣨڀݚ
ҏ౻ࡉ๔੍ޚԽֶࣨڀݚ
௕ా߅ੜ෺࣭ࣨڀݚ
⁋ຊࡉ๔ੑԽֶࣨڀݚ
ࣨڀݚೳػ๔֩ࡉຊࠓ
ฏ野છ৭ମμΠφϛΫεࣨڀݚ

٢ాԽֶҨ఻ֶࣨڀݚ
দຊ෼ࠛࢠ஬ֶࣨڀݚ
小ྛ࣭ࢷੜ෺ֶࣨڀݚ
த野ੜମບࣨڀݚ
๬݄ཧ࿦ੜ෺ֶࣨڀݚ
ࣨڀݚ๔৘ใࡉߕࠤ
ੴҪ෼ࢠҨ఻ֶࣨڀݚ
ੜମ෼ߏࢠ଄ࣨڀݚ
༘໦ࢉܭ෺ੑ෺ཧࣨڀݚ
ాதϝλϚςϦΞϧࣨڀݚ
内ػࢁೳݩૉԽֶࣨڀݚ
ਿాཧ࿦ੜ෺Խֶࣨڀݚ
ࣲాҨ఻੍ޚ科ֶࣨڀݚ

ϢχοτڀݚૉԽֶಛผݩػೳੑ༗ػ
෼ࢠ΢ΠϧεֶಛผڀݚϢχοτ
෼ࢠ৘ใੜ໋科ֶಛผڀݚϢχοτ
ӑాڥ؀ιϑτϚςϦΞϧڀݚϢχοτ
ϢχοτڀݚόΠΦϓγʔ։ൃޫ౻ࠤ
ాౡφϊ౷合ԽࡐྉڀݚϢχοτ
஥Լ২෺֫ಘ໔ӸڀݚϢχοτ

川୺஌ೳγεςϜڀݚϢχοτ
দࢁ২෺ࡉ๔ҭछڀݚϢχοτ
த野২෺Խֶੜ෺ֶڀݚϢχοτ
क԰όΠΦεϑΣΞ科ֶ૑੒ڀݚϢχοτ
੢ҪಠཱओڀݚװϢχοτ
Ϣχοτڀݚװ࿬ಠཱओؠ
த川ಠཱओڀݚװϢχοτ

眞ುಠཱओڀݚװϢχοτ
ԬຊಠཱओڀݚװϢχοτ
Ϣχοτڀݚװ৓ౡಠཱओٶ
4POHಠཱओڀݚװϢχοτ
:VಠཱओڀݚװϢχοτ

Խ合෺όϯΫ։ൃڀݚάϧʔϓʢ௕ాʣ
έϛΧϧήϊϛΫεڀݚάϧʔϓʢ٢ాʣ
γεςϜ౶࠯ੜ෺ֶڀݚάϧʔϓʢ୩ޱʣ

࣍ੈ୅φϊαΠΤϯεɾςΫϊϩδʔ
άϧʔϓʢ川合ʣڀݚ
໦ʣߴάϧʔϓʢڀݚ科ֶܥࡶෳࢠి
୯ྔڀݚ࡞ૢࢠάϧʔϓʢ֎ଜʣ
ަࠩ૬ؔ෺ੑ科ֶڀݚάϧʔϓʢे૔ʣ
෺࣭৘ใม׵Խֶڀݚάϧʔϓʢ૬ాʣ
φϊαΠΤϯεࢪڀݚઃɹɹࢧԉνʔϜ

ΤΫετϦʔϜϑΥτχΫεڀݚάϧʔϓʢ྘川ʣ
ςϥϔϧπޫڀݚάϧʔϓʢ྘川ʣ ཧݚ-౦ւΰϜਓؒڞଘϩϘοτ࿈ܞηϯλʔʢߐࡉʣ

ʣݪάϧʔϓʢڀݚܞ࿈ࡍࠃ
ɹɹɹ༳཯ػೳΞδΞ࿈ڀݚܞνʔϜ

ઌ୺ࢉܭՊֶ研究ྖҬʢכʣ 研究ਪਐάϧーϓʢø÷ʣ

研究Ϣχοτ

ઌ୺ٕज़ج൫෦໳ʢԆᢛʣ

࿈ܞ研究෦໳ʢ௕ాٛʣ

έϛΧϧόΠΦϩδー研究ྖҬʢ௕ా༟ʣ

෺࣭ػೳ૑੒研究ྖҬʢ઒߹ʣ

ઌ୺ޫՊֶ研究ྖҬʢ྘઒ʣ

ॴ௕ʢ土肥ʣ ॴ௕ʢۄඌʣ ෭ॴ௕ʢ川合ɺ௕ా義ʣ

ࡏݱ�����������

研究のժΛҭΉ

研究のժΛ࢈Ή

࿈ܞͱࢧԉ

࿨ޫ研究所 研究所װج

研 究 ʢࣨúþʣ

ਤ ÿɹதԝ研究所ͱϑϩンςΟΞ研究γεςϜの౷߹࠶ฤのҠߦਤ

ਤ Āɹൃ଍時のװج研究所の૊৫ਤɹڀݚͷժΛ࢈ΉʮࣨڀݚʯͱʮڀݚϢχοτʯΛάϦʔϯɺڀݚͷժΛҭΉʮڀݚਪਐ
άϧʔϓʯͱʮྖڀݚҬʯΛԫ৭ɺ࿈ܞ෦໳ͱࢧԉ෦໳Λ੨Ͱ৭෼͚ͨ͠ɻ·ͨɺʮྖڀݚҬʯதͷάϧʔϓͷࣈࠇ͸தԝ
ॴ༝དྷͰ͋Δɻڀݚ͸ԣ඿ࣈ͸ϑϩϯςΟΞ༝དྷɺ੨ࣈ༝དྷɺ੺ݚ
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　統合再編と基幹研究所組織構成のイメージを図8に、発足当初の基幹研究所組
織図を図9に示す。

基幹研の研究組織体制
　ここでは基幹研の組織とねらいをまとめておく。統合によって、研究グループ
（PI）は80グループとなった。その分෍は、以下のとおりである。
　　⿠先端計算科学研究領域（領域長ɿ޾כ二）」に2グループ
　　⿠ケミカルバイオロジー研究領域（領域長ɿ長ా裕೭）に3グループ
　　⿠物質機能創成研究領域（領域長ɿ઒合ᚸ紀）に5グループ
　　⿠先端光科学研究領域（領域長ɿ྘઒ࠀඒ）に2グループ
　　⿠「研究推進グループ」に10グループ、37研究室、19研究Ϣニット
　　⿠࿈ܞ研究部門（部門長ɿ長ా）に2グループ
　そして、研究分野（カッコ内はグループ数）も、物理学（14）、化学（17）、
工学（12）、材料科学（6）、生物学・生化学（11）、分子生物遺伝学（11）、೶
学（1）、植物・ಈ物学（1）、ඍ生物学（1）、と෯広くカバーすることができた。
　基幹研の最大の特徴は「研究領域」を設置したことである。「研究領域」は、
分野特定・目的指向型研究を、所内外のトップ研究者を結集し集団体制で戦略
的・融合的・集中的に推進し、新たな研究分野の芽を育成し、拠点化・センター
化を目指す機能を担う組織である。ここはフロンティア研究システム由来の研究
グループと主任研究員主導の研究推進グループが共存・࿈ܞする部門であり、限
られた人数ではあるが、主任研究員が主任研究員研究室ILsを主࠻し、自由な発
想による基礎研究にも取り組みつつ、「研究領域」のグループディレクターなど
を兼務して時限付きプロジェクト研究にもࢀ画することとなった。
　「研究推進グループ」は、所内ڝ૪的資金「基礎課題研究プログラム」に࠾୒
された分野࿈ܞ・融合型、ボトムアッププロジェクト研究で、研究領域につな͙
フィージビリティ研究とも位置付けられる取り組みである。
　この「研究領域」、「研究推進グループ」および「研究室、研究Ϣニット」とで
形作る「三૚構造」が効果的に機能することによって、理研内の「研究॥環シス
テム」のエンジン役を担うことを目指した。

研究組織の変遷
　基幹研究所はダイナミックな組織であった。そのことを明確にするために、こ
こでは代表例として研究領域の変ભを見てみよう。
　2010年4月、઒合領域長が理事に就任したのに൐い、物質機能創成研究領域
長がे૔にަ代、「ナノサイエンス・テクノロジー研究グループ」のGLも઒合か
らલాਸ਼෉にަ代した。加えて、「物質情報変換化学研究グループ」（GLɿ相
ా）がスピンオフし、研究推進グループ「クリーン化学」（代表ɿިঌຽ）と合
体して、新しくグリーン未来物質創੡研究領域（領域長ɿۄඌ）が発足した。
　2010年10月には先端計算科学研究領域（領域長ɿכ）の一部活ಈを「計算生
命科学研究センター設立準備室」に発展的に移ಈさせ、同準備室の中心的な役割
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を果たすことにより、2011年度には生命システム研究センター（センター長ɿ
༄ా敏雄）の設立にܨげた。研究領域から戦略研究センターを生み出した最初の
例となった。
　2012年5月2日、物質機能創成研究領域の「単量子ૢ作研究グループ」の外ଜ
GLが、高出力ϗログラフィー電子ݦඍڸの׬成間ۙにすいଁがんで๢くなられ
たのは੣に残೦であった。GLはᤚஹਃに引き継がれた。
　なお、「研究推進グループ」はプロジェクト研究グループという位置付けで、
組織表に含めないા置をとった。
　基幹研究所終了間際の2013年3月຤の組織図を図10に示した。これが、後述
の基幹研の発展的解消時の組織改編のݩになるものである。

基幹研究所と主任会の関係
　2008年4月に発足した基幹研究所ではあるが、2013年3月຤には、5年間の
活ಈをดじることとなる。その理由は後で述べることとし、ここでは、基幹研究
所の運営体制と主任会との関係を中心にৼりฦってみる。
　発足当初の基幹研の運営には、主任会がਂく関わっていた。同時に、FRSなど
で࠾用されたグループディレクターGDも主任会メンバーとなっており、いわば
タンデム（ॎ型複数頭立てഅं）方式ともいえる体制であった。2008年10月1
日付の構成・メンバーから、その運営体制の複ࡶさを֞間見ることができる。

ਤø÷ɹ࠷ऴ年౓ù÷øú年ú݄຤のװج研究所の૊৫ਤ

ऴ年౓の૊৫࠷研究所ɹװج
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　　⿠�所長（ۄඌ）、෭所長（内政担当ɿ઒合領域長、外ަ࿈ܞ担当ɿ長ా࿈ܞ
部門長）

　　⿠�「運営協議会」ɿ基幹研の最も重要な৹議・議決機関ʲ所長、෭所長、各
研究領域長（כ、長ా、྘઒）、研究領域GD（୩ޱ、े૔）、主任会議長
（྘઒）・෭議長（ాݪଠฏ、ੴҪढ़ี）、Ԇᢛल人（仁科センター長）、主
任会各ҕ員会ҕ員長（ҏ౻޾੒）、オブザーバー（࡚ؠխ඙・仁科センター、
৓࢚ٓ・播磨研究所）r。

　この時点では、基幹研独自には、「人事ҕ員会」「課題予算ҕ員会」「将来構想
ҕ員会」などはもたず、主任会の当֘ҕ員会にҕねていた。
　このような運営体制・研究体制は、2009年1月開࠵のASIAC2009（図11）で
は、「外部から見れば複ࡶそうであるが、実は効果的にಇき、研究者たちはその
努力を્֐されることなく研究に打ち込めているということを、何人かの研究者
のূ言で確信するにࢸった」と一応の支持を得ていた。しかし、直後の2009年
4月に開࠵されたRAC2009では、研究領域の位置付けや主任会との関係につい

て指ఠを受け、基幹研究所独自の運
営体制の強化と主任会との関係のܰ
。が、求められることとなったݮ
　2009年10月16日の主任会で、౔
ං理事から「主任会の自主解ࢄを前
提とした基幹研究所の運営体制の強
化」が正式にࠂקされた。それを受
けて、運営体制の見直しに取り組ん
で、2009年12月には、主任会৭を
払১し、基幹研所長のΨバナンスを
強化した運営体制を確立した。ৄ細
はল略するが、それまで主任会に任
せていた各छҕ員会、「人事・人材
育成ҕ員会」「研究企画ҕ員会」の

ਤøøɹ"4*"$ù÷÷Āʢલྻ͔ࠨΒýਓ໨ɿ෱ࢁ秀敏ҕһ௕ɺதྻࠨ୺͔Β௕ా෭ॴ௕ɺ川合෭ॴ௕ɺۄ
ඌॴ௕ʣ

ਤøùɹװج研究所の所௕ձٞϝンόー͓Αͼࣄ຿ہϝンόーʢù÷øú೥ø݄þ೔ɺ
ॴ௕ࣨʣ

ɹɹɹதྻ͔ࠨΒɿฏ野ୡ也ɺ࡚ࢁହنɺे૔޷紀ɺాݪଠฏɺକԬࢠװ
ɹɹɹલྻࠨೋਓ໨͔Βɿ௕ా༟೭ɺۄඌᚠฏɺ྘川ࠀඒʢù÷øú೥ø݄þ೔ʣ
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ほかに「広報ҕ員会」「基幹研究所建物利用ҕ員会」などと共に、最重要ҕ員会
として「将来構想ҕ員会」を設置し、「所長会議」（図12）と同列にѻうこととし
た。
　また、主任会でѻってきた定年制人事関࿈の案݅を協議するために「基幹研、
仁科センター、放射光センター定年制職員研究人事調整会議（通称「3人会議」）
を設置、基幹研所長がҕ員長をつとめ、Ԇᢛセンター長、ੴ઒センター長の3人
で、定年制研究職員のϙストの割りৼりなどを決定する役割を担った。
　このようにして、主任会は運営体制の表෣୆からは消え、事務ہからのサϙー
トもެ式にはなくなったが、2010年1月6日の「3人会議」で「主任研究員およ
び所ଐ長会議（CSA会議）」を設置し、報ࠂ、࿈བྷ、各छ調整のために、自主的
な活ಈが続けられた（議長࡚ؠ、෭議長前ా、৓）。すなわち、議長団は構成員
のޓબで決めるボトムアップ体制を維持し、主任研究員・।主任研究員を含む定
年制研究員のબ考・推નについては、3人会議の付ୗを受けた形で、同枠組みの
中で引き続き主体的に取り組んだのであった。

第4節　基幹研究所の発展的解消

川合眞紀理事就任
　2010（平成22）年4月1日付で、઒合が研究担当理事に就任した。その直後
の4月19日に、民主ౘによる事業仕分けで基幹研も対৅となった。経営陣は、基
幹研の研究領域のプロジェクト研究体制を強調して、ແ事、事業仕分けを乗り切
り、基幹研の事業仕分けをճආした。これは、基幹研の持つもう一つの重要な機
能、すなわち、自由な発想に基づく基礎研究で新たな芽を生み出す機能である
ILsの存在を表に出さない戦術に出たと言える。その一方で、理研の経営陣から
は、基幹研という組織の存在によって、理研の中਻であるべきݸ々のILsの活ಈ
が見えない、Ψバナンスが直接ಧか
ない、との指ఠもなされた。「あの
事業仕分けが基幹研の発展的解消へ
の෍ੴになった」（ۄඌ）のである。
　第3期中期計画に向けて、「創発
物質科学研究センター（Ծ称）」構
想を中心に議論が進む中、2011年
5月16-17日の基幹研究所アドバイ
ザリー・カウンシル（ASIAC2011）
をܴえた。3月11日の東日本大਒
、の後であったためނ発事ݪ෱ౡ・ࡂ
海外の複数の評価ҕ員が来日を᪳᪯
した。ҕ員長のϑϩΠϯτ（H. 
Freund）はリーダーシップを発揮

ਤøúɹ"4*"$ù÷øø、ཧ研࿨ޫͱϕϧϦンͱのೋ57ݩձٞ
ɹɹɹ͔ࠨྻޙΒɿ࡚ࢁɺҏ౻ɺ࡚ؠɺʢ57ը໘ɺલྻதԝɿ)��'SFVOE�ҕһ௕ɺ
ӈ΁ɺ྘川ɺాݪʣɺࢁຊ正޾ҕһ

ɹɹɹલྻ͔ࠨΒɿ٢ాູɺฏ野ɺੴҪɺைాࢿউ෭ҕһ௕ɺۄඌɺߥ川ହ඙
ҕһɺ୥࿨ߦҕһ
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し、ベルリンのマックスプランク・フリッツハーバー研究所に海外ҕ員をট集し、
理研和光Ωャンパスの国内ҕ員との二ݩTV会議でແ事に実施された（図13）。
　このASIAC2011の౴ਃには次のような重要なメッセージが込められていた。
①物質機能創成研究領域とグリーン未来物質創成研究領域がボトムアップ型と
トップダウン型を組み合わせたアプローチと໖ີな指針による将来の戦略研究セ
ンター設置のためのलҳなީิである、②センター化構想によって、基幹研究所
の物質関係のサイエンスがऑ体化することがあってはならない。
　このASIAC2011からの౴ਃ書を報ࠂ後の2011年6月28日、経営陣から基幹研
所長に対して正式に、基幹研の発展的解消が示ࠦされた。論旨は次の2点であっ
た。①世界のため日本のために「創発物質科学研究センター（Ծ称）」は創る。
②その上で、理研の基礎研究機能をいかに維持・強化するか。それは全理研の
シャッフルによって、解を見いだす。ଞの戦略研究センターのみならず、基幹研
も相応の٘ਜ਼を覚ޛする必要がある。
　それ以降、経営陣と主任研究員達をަえた意見ަ換の場が提案された。そして、
9月までに、①基幹研の発展的解消（と共に基幹研のྑいとこどり）、②「創発
物質科学研究センター（Ծ称）」の創設、③理研の戦略研究センターの改ഇ（だ
が、戦略センターの活力を失わないように）、④「コアPI制度（Ծ称）」と科学
者会議（新）の導ೖなどの道ےができた。10月26-28日開࠵の第8ճRAC2011
で઒合理事がこれらの基本方針をઆ明し、計画が確定した。
　その後、2012年8月に、઒合理事から基幹研究所構成員に対して、ެ式に「基
幹研究所の発展的解消について」（資料のタイトル）のઆ明がなされた。そして、
これ以降、઒合理事は、「基幹研究所機能の全理研展開」という、より戦略的な
観点を強調する表現に変えて、研究者にر๬を与えつつ組織改革を進めていった。
　ここで重要な点は、主任会を、中央研と基幹研という組織の中でऑ体化された
状態から解き放ち、10年前の組織化前の状態に໭すとともに、それ以上に、理
事長のࢾ問機関である科学者会議（新）を主導する組織として明文化を目指すと
いう方向に、180度଩を切りฦしたことである。これによって、主任会は理研の
運営の表෣୆にฦり࡙くこととなったのであった。

改編の概要
　2013年3月31日をもって、基幹研究所は5年間の役割を終え、4月1日より、
新たな組織にԊった活ಈが始まった。基幹研究所組織の改編の֓要・移行図を図
14に、そして、2013年4月時点での理研の組織図を図15に示しておく。
　ৄ細はল略するが、いくつか重要な点をコメントしておく。
　　① 基幹研組織図（図10）のグリーンで৭付けされた「研究室」と「研究Ϣ

ニット・基盤Ϣニット」が、新しい組織図（図15）では、最下段に੺ࣈ
で表現された、理事長直下に置かれることになった主任研究員研究室群に
移った。そして、その上に枠でғった「新しい研究分野を開拓するための
独創的研究提案制度」が、基幹研の「3૚構造」（上述の基幹研究所の運
営体制の項をࢀর）の第2૚の「基礎課題研究プログラム」が〝全理研展
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開〟された研究支援制度と位置付けることができる。
　　② 図10のԫ৭で৭付けされた物質機能創成研究領域（े૔）を中心にグリー

ン未来物質創成研究領域（ۄඌ）の「機能性ソフトマテリアル研究グルー
プ（相ా）」などがࢀ画して「創発物性科学研究センター（センター長ɿ
े૔）」が創設された。これは理研初の物質科学系研究センターとして、
ඌ基幹研所長がフロンティア研究システム長就任以来の経営陣からୗさۄ
れていた॓題へのճ౴と位置付けられるものである。

　　③ ケミカルバイオロジー研究領域（長ా）の「ケミカルバイオロジー研究基
盤施設（長ా）」と「ケミカルゲノミクス研究グループ（٢ాູ）」、およ

創発 性科学研究センター 

化学研究所 

ケミカルバイオロジー研究領域 

質機能創成研究領域 

連携研究部門 

グリーン未来 質創成研究領域 

センター化 

境資源科学研究センター 

グローバル研究クラスタ 

第3期中期計  第2期中期計  

化学研究所 

先端光科学研究領域 

光量子工学研究領域 

主任・准主任研究員研究室 
上席研究員研究室 

立主幹・国際主幹研究ユニット 
別研究ユニット 

主任・准主任研究員研究室 
上席研究員研究室 
立主幹・国際主幹研究ユニット 
別研究ユニット 

存続 

センター化 

一部移行 

センター化
（＋ＰＳＣ） 

先端技術基盤部門 

基
幹
研
究
所

ਤøüɹཧԽֶ研究所૊৫ਤʢù÷øú೥û݄ʣ

ਤøûɹୈú期த期ܭըʹװج͚ͨ޲研究所のओͳ૊৫のҠߦਤʢࠨଆͷ૊৫͸
ਤø÷ʹରԠɺӈଆ͸ਤøüʹରԠʣ
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びグリーン未来物質創成研究領域の「先進機能物質創੡研究グループ
（ި）」は、植物科学研究センター（センター長ɿࣰ࡚一雄）」と合ซして
新しい「環境資源科学研究センター（センター長ɿࣰ࡚）」ができ上がった。

　　④ 先端光科学研究領域（྘઒）は「先端技術基盤部門（຀野内）」の一部を
൐って、工学系としては初めての「光量子工学研究領域（྘઒）」として、
センターと同格で戦略センター群に名を࿈ねた。

　　⑤ 理研-東海ゴム人間共存ロボット࿈ܞセンター（ߐࡉൟ޾）は、社会に貢
献する産学׭࿈ܞの推進事業の「融合的࿈ܞ事業」に所ଐし、2015年3
月に終了した。

　　⑥ 「グローバル研究クラスタ（クラスタ長ɿۄඌ）」が新設された。

グローバル研究クラスタ
　図15の組織図には出てこないが、図10の基幹研所ଐの「࿈ܞ研究部門（ݪ）」
および「支援部門（຀野内）」の一部を取り仕切る「グローバル研究クラスタ」
が新設され、図10に記載のものに加えて、国際࿈ܞ研究の目ۄともいえる「理
研-マックスプランク࿈ܞ研究センター（長ా）」とそこにもࢀ画している「シス
テム౶࠯生物学グループ（୩ޱ）」も所ଐすることとなった。
　その後、「理研-マックスプランク࿈ܞ研究センター」は2017年度に環境資源
科学研究センターに移؅された。また、「システム౶࠯生物学グループ」は多大
な成果をऩめて、フロンティアから数えて10年間の活ಈを2017年度で終了する
こととなっている。また、「宇宙観ଌ実ݧ࿈ܞ研究グループ（GLɿ຀ౡ一෉）」
も2017年度で終了し、その構成メンバーのMAXIチームとEUSOチームもチー
ム体制は解消し、国際プロジェクトを研究室単位で取り組むこととなっている。
そのଞの海外との࿈ܞ研究の多くは、所期の目的を達成して終了あるいは所ଐ替
えとなった。
　このようにして、「グローバル研究クラスタ」は、その任務を終え、2017年度
で解消することとなった。

第5節　理研科学者会議（旧）

　「理研科学者会議」は、主任研究員研究室アドバイザリー・カウンシルILAC
および理研アドバイザリー・カウンシルRACからの提言を受けて、2005（平成
17）年1月に理事長のࢾ問機関として設立された。その規程の要点は以下のとお
りである。
　理事長からのࢾ問に応じて以下の事項についてݕ౼し、理事長に提言する。
ᾇ長期的ࢹ野に立って実施すべき研究分野の提案に関すること
ᾈ研究の効率的な推進に必要な方策の立案に関すること
ᾉそのଞ

　また、必要に応じて、研究所が実施する社会との係わりのਂい研究プロジェク
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ト等の社会へのܒ発および理解増進を図る方策等についてもݕ౼し、その結果を
理事長に提言する。

ʲ第Ⅰ期ʳ2005年1月19日-2009年11月（第44ճ）
議長は޾כ二、メンバーは所長、センター長を中心に໿30名。2008年に幹事会
を設置（Ԇᢛ、Ԭ本、加౻、ݹ関、ࣰ࡚、平野、前ా）
˕理事長からのࢾ問事項
第1号 「今後理研が長期的に取り組むべき戦略的重要研究領域についての提

案」
第2号 「研究力のピークを実現し、オンリーワンの成果を創出するとともに、

研究者の飛躍をもたらす研究システムの提案」
第3号 「第3期科学技術基本計画の策定に向けた理研科学者会議からのメッ

セージ」
第4号「ライフサイエンス研究の展๬と理研の役割」
第5号「ナノサイエンス研究の展๬と理研の役割」
第6号「ϖタフロップス・コンピュータの必要性と研究開発方策」
第7号「エネルギー問題への基礎科学の貢献の在り方について」

　第3号、第6号、第4号、第5号に関してॱ次౴ਃを出すとともに、2005年12
月には、研究プライオリティー会議と合同で、ܰҪ୔ສ平ϗテルで合॓会議を開
。した࠵
　さらに、2005年11月には「科学研究における不正行ҝとその防止に関する声
明」を出し、これを基に「科学研究上の不正行ҝへの基本的対応方針」が制定さ
れた。
　2009年6月「科学の発展に資する研究人材の育成について」の提言を日英൛
で発行、2009年9月「民主ౘを中心とする新政権の発足に൐う提言書」、2009年
10月、「科学者の高いモラルと੹任ある研究体制の確立に向けて」、2009年11月
「理化学研究所の戦略的研究プロジェクトに関する行政࡮新会議『事業仕分け』
についての理研科学者会議の声明」の提出など、多くの提言を行った。

ʲ第Ⅱ期ʳ2010年1月（第45ճ）-2013年3月（第69ճ）
議長はۄඌ、メンバーは、オール理研の研究者໿30名。
幹事会メンバーɿԬຊ仁、ᓎҪതّ、നਢ໌ؔݹ、ݡ඙、ྛໜੜ、ฏ野ୡ也、ࢁ
࡚ହن
˕理事長からのࢾ問事項（カッコ内はワーΩンググループメンバー）
第8号 「ライフサイエンス研究の在り方について（ྛ、ೖိಞ࢙、നਢ、๬

݄ರ࢙」
第9号 「ナノサイエンス・物質材料研究の在り方について（加౻、前ా、ా

「ࢠװ૔、କԬे、ݪ
第10号 「研究基盤の今後の在り方について（ᓎҪ、小഼༟一、河合७、໦

川ོଇ、ହ஍ਅ߂ਓ、ాߴণ樹、๛ా఩郎、ྛ⃻良ӳ）」
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　これらのݕ౼を開始するとともに、2010年7月、成ాマロウドϗテルで合॓、
9月、「『研究開発を担う法人の機能強化ݕ౼チーム』中間報ࠂおよびそこで提案
された『国立研究開発機関（Ծ称）』に関して」の具ਃ書を提出（図16）。
　2010年12月から2011年3月にかけて、第8号への౴ਃ書「生命科学の未来へ
の提言」、第9号への౴ਃ書「未来への飛躍を先導する、物質の科学と技術」、第
10号への౴ਃ書「世界最高ਫ準の研究基盤を継続的に発展させるためにʕ研究
者・技術者のボトムアップ力の結集ʕ」を提出した。
　さらに、東日本大਒ࡂを受けて、2011年3月と5月に「理研科学者会議からの
に対する対応について」を2ճにわނ発事ݪ・ࡂメッセージ　東日本大਒ٸۓ
たって発信した。
　また、2011年9月には、「理化学研究所の国際化に関する提言ɿ国際ڝ૪力を
強化するための組織作りに向けて」を日英൛で提出した。その内容は今後の取り
組みにも引き続きࢀ考にすべきものと思われるので、抜ਮを以下に示しておく。

ʬ提言ʭ
理研が世界最高ਫ準の研究を維持・発展させていくためには、国際ڝ૪力を
さらに強化するための組織作りを進めなくてはいけない。理研科学者会議で
のݕ౼を踏まえて、以下の施策の実行を提案したい。
ᾇ 研究担当理事を増員し、そのひとりに外国੶の人材をあてること。
ᾈ 研究所長・センター長・理事クラスの人材獲得に際して、そのީิ者を国
際的人材プールに求めること。
ᾉ 国境をӽえて最高の人材を獲得するために、サーチҕ員会を設置し、ಁ明
性のある人事を行うこと。
ᾊ 国際的な人材が҆心して活躍できる環境（研究環境、生活、Ωャリアパス
など）を整備すること。

ਤøýɹཧ研Պֶऀձٞʢچʣؔ࿈ࣸਅ
ɹɹɹʢ্ࠨʣù÷÷ü೥øù݄ɺܰҪ୔ສฏϗς
ϧͰͷ合॓

ɹɹɹʢ্ӈʣù÷ø÷೥ý݄ɺཧݚ科ֶऀձٞ
ୈü÷ճΛॕ͏ɺۄඌʢࠨʣͱכʢӈʣ

ɹɹɹʢԼʣù÷ø÷೥þ݄ɺ੒ాϚϩ΢υϗς
ϧͰͷ合॓
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　科学者会議からの౴ਃは、理研の経営方針に有効に活用されてきたが、2013
年からの第3期中期計画における新体制への移行に൐い、その役割を終えた。

第6節　人材育成の取り組み

　基幹研は発足とともに、次のような三つの重点項目を掲げて運営に取り組んだ。
 1  ɽ分野融合・࿈ܞ研究の推進
 2  ɽ国際化のଅ進
 3  ɽ研究基盤整備・人材育成環境整備
　これらの重点項目を、理事長ࡋ量経費、所長ࡋ量経費などを主な財源として実
行に移していった。ここでは、中央研究所、フロンティア研究システム、基幹研
究所を通しての人材育成に関する代表的な取り組みをまとめておく。

中央研究所で准主任研究員制度を導入
　中央研究所のכ所長はண任後早々に人事制度の改革に取り組んだ。その一つが、
定年制ए手PIとしての「।主任研究員制度」の導ೖである。
　主任研究員研究室の෭主任研究員はPI（研究室主࠻者）ではなく、いわば番
頭役となっており、主任研究員が理研を཭れた後に、෭主任研究員がΩャリア
アップできるわけでもない。「別の人݅費の使い方があるのではないか」という
考えに基づき、෭主任制度を段階的にഇ止して、代わりに、ए手が定年制PIと
して活躍できるϙストとして「।主任研究員制度」を2006（平成18）年4月に
導ೖした。その趣旨は次のとおりである。「長期的ࢹ野を持って、次世代の科学
技術分野を構築できるए手の自律的研究者に独立した研究室を創成・主࠻させ、
将来の科学技術分野のリーダーを育成することを目的とする。なお、将来、理研
の主任研究員や大学のڭत等へと発展していくことが๬まれる」。
　研究室を主࠻するにあたっては、主任研究員とほぼ同等の権限と੹任を有し、
主任会にも所ଐする。ただし、立ち上げ時に1000-2000ສԁ程度の優先的予算
配分はあるが、基本的には所内外のڝ૪的資金の獲得が求められ、自਎は定年制
であるものの、転出が推঑されているため、定年制研究者は࠾れず任期制研究員
を自己資金でޏ用しなければならない。これはかなりݫしい条݅のए手育成制度
であった。しかし、研究所が分野を指定しない純ਮな提案ベースのϙストである
ため、100ഒۙいڝ૪率で、ほぼຖ年1名ずつ、有能なए手研究者を।主任とし
て獲得できたのである。
　2008年度に基幹研究所が発足した後は、所長ࡋ量経費で任期制研究員1人分
に相当する1000ສԁを優先的にા置し、初年度からスムーズに研究がスタート
できる制度が導ೖされた。
　その後、基幹研究所解消後の2013年度からは、独立（国際）主幹研究員制度
（次項ࢀর）の࠾用をストップし、その予算で、।主任にも研究費（5年間で1
ԯԁ）がા置されることとなり、଴۰が改ળされた。
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　さらに2017年度からは、理研全体の人事制度の見直しで、।主任も「主任研
究員（6等ڃ）」に格上げされたため、「।主任研究員」制度は、11年間でその役
割を終えた。
　その11年間で、।主任研究員は23名が࠾用された。2017年度に࠾用予定だっ
た΢ϧϚʔ（Stefan Ulmer）は、制度変更に൐って直接、主任研究員として࠾
用されたが、この数に加えてある。このうち独立主幹・国際主幹から࠾用された
のは4名で、࠾用時の平ۉ年ྸは38.6ࡀであった。।主任研究員のうち、8名が
国内の大学ڭतとして転出、1名が海外の฼国でϙストを得、2名が2016年度以
前に理研の主任研究員に࠾用されている。

独立主幹研究プログラム
　独立主幹研究プログラムは、2001年に導ೖした理研独自のए手育成制度で、
ެืでຖ年1-2名を࠾用し、理研からの手ްいサϙート（本人の給料も含めて、
年間5000ສԁ余）のもと、5年間思う存分研究に打ち込み、将来は理研外には
ばたくことが঑ྭされた。当初は研究担当理事直׋の下で「独立」がอূされて
いたが、2006年度から、フロンティア研究システムに移؅された。その後、
2008年度に発足した基幹研究所の一員となった。
　発足当初は分野を特定せずにื集してきたが、2007年度からは、将来理研に
残って活躍してほしい人材確อもࢹ野にೖれて、戦略的研究分野を特定するとと
もに、終了後に理研内でΩャリアアップにつながるしくみも導ೖした。それには
二つのルートを用意した。
　一つは、戦略研究分野から将来のチームリーダーީิとして࠾用し、評価がよ
ければ、終了後に理研で活躍してもらうルート。もう一つは、中間評価で高い評
価を受けた者には、定年制の।主任研究員に推નするルートである。後者はその
まま।主任に࠾用されるわけではなく、書面৹査が免আされるだけだが、中間評
価ҕ員からの推નによって、通常とは別枠で࠾用されるという点で有利であった。
　その後、2011年度からは、「国際主幹研究員制度」に衣替えし、外国人を積極
的に࠾用し、国際化のଅ進にも貢献した。
　基幹研究所が2012年度でด࠯するのに合わせて、ॾ般の事情で新たな国際主
幹のื集も、18人目のウルマーを最後に終了した（この予算が、।主任研究員
の研究費サϙートの財源となったことはすでに述べた）。そして、൴の5年間の
研究期間が׬了した2016年度຤をもって、独立主幹・国際主幹制度も15年半の
ྺ史にນをดじた。第Ⅰ編第4部第4章の表8と表9がこのプログラムのࢀ加者
リストである。全員が理研での研究を基に大きく飛躍している。一部の人はわが
国にཹまらず、世界的に活躍されている。ともあれ、独立主幹・国際主幹制度は
成ޭཫにए手人材育成の役割を終えた。

「異分野交流の夕べ」と「連携の種
・
」ファンド

　フロンティア研究システムでは全研究員が200人規模であったため、ຖ年、全
員ࢀ加をݪ則に、研究発表会を開き、異分野ަ流と人的ネットワーク構築に効果
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を上げてきた。2008年、基幹研究所の発足に൐い、一気に600人規模になり、全
員での研究発表会はແ理となった。統合によるෛの効果であったが、これを何と
か乗りӽえるため、全てのグループに物理、工学、化学、生物科学がࠞ在するよ
うに全員を数グループに分けて、年間数ճの研究発表会を開࠵したいと案を࿅っ
た。
　そんなとき、研究員会議幹事会のメンバーがやってきた。൴らの相ஊは、これ
まで定年制研究員のみで構成していた研究員会議に、基幹研究所ができたのを機
会に任期制研究員も加えて一ॹに活ಈしたいので、所長の了ঝを得たいというも
のだった。フロンティア研究システムのときにはԑのなかった研究員会議からの、
願ってもないਃし出であった。ۄඌは「もちろんঝ認します、全理研の任期制研
究員のࢀ画も呼びֻけるように」とٯ提案し、おまけに、こちらのお願いもฉい
てほしいと持ちかけた。
　分野を௒えた研究発表会を行いたい、研究員会議主導で進めてもらえないか、
と構想をઆ明し、協力を願ったのである。研究員会議幹事会は案を持ちؼり、ݕ
౼を開始してくれた。そしてでき上がったのが、「異分野ަ流の夕べɿ
Interdisciplinary Exchange Evening」である（図17）。2010年からຖ年1-3ճ
開࠵され、ຖճ50݅ほどのϙスター発表、20݅程度のVery Short Oral 
Presentation（VSOP）が英語で行われる。基幹研究所の時代は、このイベント
を基に生まれた分野横断型の研究は、「࿈ܞのछ

・
」フΝンドとして所長ࡋ量経費

でサϙートした。
　さらに、理事会からの資金援助によって、神戸や播磨からのࢀ加者の旅費も支
援できるようになった。加えて、事務系各部ॺからのࢀ加も増え、研究者と事務
系との情報ަ換、人的ަ流の場となり、また共ࡁ会の支援も得られ、基幹研究所
解消後も、全理研の最も効果的な異分野ަ流のイベントとして定ணしている。
2017年1月までの7年間で15ճ開࠵された。
　基幹研発足とともに、「࿈ܞの芽

・
」フΝンドを新設した。これとも関࿈して、

「サイエンスカップル」と称して、例えば、筑波研究所や横浜研究所に出かけて
いって、見学とジョイントセミナーを行って「異分野࿈ܞ研究の芽」をサϙート
した。これは、その後も「঑ྭフΝンド」の一環として、研究員会議幹事会でѻ

ਤøþɹʮҟ෼໺ަྲྀの༦΂ʯ༷ࢠɻ౰ॳ͸、ൃ表΋所಺ʢୈ一৯ಊʣのย۱Ͱ開͔Εͨɻ
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われている。
　「芽」が出る前の「छ」をサϙートするのが「࿈ܞのछ

・
」フΝンドであったが、

残೦ながら、基幹研解消とともに打ち切りとなった。

チュートリアルシリーズ「科学道場」
　チュートリアルシリーズ「科学道場」は、基幹研究所の人事・人材育成ҕ員会
メンバーのՃ౻ྱࡾや।主任のத川ਅ一らが中心となって企画・実行されたษ強
会である。ઐ門化が進む研究分野間の相ޓ理解の機会を提供すると共に、広いࢹ
野を持つ研究者の育成を目的として2010年度より開始された。生命科学分野お
よび物質科学分野の講ԋが3年間で計52ճ開࠵され、総計3000名余（うち外国
人研究者650名余）のए手を中心とした研究者がࢀ加した。

報奨制度、表彰制度
　中央研究所では、2005年度からの年เ制の導ೖに際して、給与に業績が反映
されるように、定年制研究؅理職の業績見合い分の給料というѻで、「重要業績
表জ・特別表জ」制度が導ೖされた。その財源は、主任研究員および।主任研究
員の給与の一部を積み立てた分であり、いわば自助努力による報঑制度である。
重要業績表জでは、ᾇノーベル賞クラスの業績、ᾈ国際的な賞に値する業績など
6段階の業績が設けられ、また、特別表জでは、ᾇ研究所の知名度を高めた者、
ᾈ文化的なޭ࿑のあった者、など4छ類の項目が設定され、それぞれに見合った
報঑金がत与された。この定年制研究؅理職等を対৅とした重要業績表জは基幹
研発足後も続けられていたが、基幹研解消とともに打ち切りとなった。
　しかし、その後、2015年に就任されたদຊߛ理事長の「一発成ޭに報いたい」
との想いから、新たな「研究開発業績にかかる報঑金」制度が2017年度に立ち
上がった。この対৅者は、定年制職員、任期制職員、ແ期ޏ用職員、大学Ӄ生リ
サーチ・アソシエイトおよび特任職員と範ғを広げ、ᾇ著名एしくは重要な賞の
受賞に値するຢはその受賞にܨがることが大いに期଴される研究開発業績、ᾈ社
会に強いӨڹを与えた研究開発業績、ᾉ学会等において高い評価が期଴される独
創的な研究開発業績、ᾊ研究所内外への優れた貢献が認められる研究支援業績、
の4छ類の項目が設定され、50ສԁあるいは10ສԁの報঑金がत与される。
　ए手研究者・技術者を対৅とした঑ྭ賞は、フロンティア研究システム時代に
始まった。任期制のए手研究者および技術者のΩャリアアップ支援のため、2006
年度より「フロンティア研究システム賞」を導ೖし、優れた研究成果またはݦ著
な貢献のあったए手研究者及び技術者を表জした。ݪ則として、大賞1݅、঑ྭ
賞2݅以内、ޭ࿑賞2݅以内とし、受賞者には報঑金をत与するとともに、研究
発表の場を提供してきた。
　基幹研究所発足とともに、フロンティア研究システム賞を基本に、任期制に限
らず、ઐ任研究員などの定年制研究員をも対৅にしたए手中心（40ࡀ未ຬを目
҆）の表জ制度が導ೖされた。「研究঑ྭ賞」と「技術঑ྭ賞」の2छ類で、共
に10ສԁの報঑金と賞状がत与された（なお、年เ制でない定年制研究系職員
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などに対しては、同ֹの研究費が支給された）。2008年度は、基幹研、仁科加速
器研究センター、播磨研究所放射光科学総合研究センターのみで実施したが、
2010年度からは、全理研にも拡ுし、「理研研究঑ྭ賞」「理研技術঑ྭ賞」「理
研産業࿈ܞ঑ྭ賞」の3छ類として実施し、理事長名の賞状がत与された。この
表জ制度は、基幹研解消後も継続されており、ए手研究者・技術者にとって、大
きなྭみになっている。

国際連携、機関間連携など
　基幹研究所の重点項目の中֩が国際࿈ܞや機関間࿈ܞのଅ進であった。「࿈ܞ
研究部門」（部門長は長ా、後にݪ正඙）を設置、࿈ܞଅ進コーディネーターを
置いて活ಈを活性化させた。基幹研解消後は、その取り組みの多くは、「グロー
バル研究クラスタ」に引き継がれた。いくつかの代表的な取り組みを上げておく。
　なお、海外との࿈ܞについては、ここでは項目のみを上げておくが、内容につ
いては、第Ⅰ編第4部第3章をࢀরしていただきたい。

①「理研-東海ゴム人間共存ロボット࿈ܞセンター」（センター長細ߐൟ޾）
フロンティア研究システムのバイオミメティックコントロール研究セン
ターの中のロボット研究グループと東海ゴムとの産学׭࿈ܞセンターとし
て2008年に設立し、人を抱き上げることのできる介ޢロボット「RIBA」
の開発などの成果を上げて、2015年3月に終了した。

② 「宇宙観ଌ実ݧ࿈ܞ研究グループ」（GL຀ౡ一෉）
　  1999年の宇宙ߤ空研究開発機構（JAXA）との࿈ܞ協力協定に基づいて、
国際宇宙ステーション（ISS）に設置の全ఱX線ࢹ؂૷置による科学観ଌ
とデータެ開を行う「MAXIチーム」（TL຀ౡ）、ISSに設置し極限エネ
ルギー宇宙線の観ଌを目指した「EUSOチーム」（TLॉ࡚ढ़一、後に
Marco Casolino）、「きぼうધ内実ݧチーム（TL中野）」を推進してきた。

　ʬ海外との࿈ܞʭ
　　⿠「理研-マックスプランク࿈ܞ研究センター」（センター長ɿ長ా）
　　⿠「理研-KRIBB࿈ܞ研究Ϣニット」（UL長ా、後にڮߴढ़ೋ）
　　⿠「理研-USM࿈ܞ研究Ϣニット」（ULࡈ౻ਉ雄）
　　⿠「理研-ハンϠン大࿈ܞ研究センター」（センター長ɿݪ）
　　⿠「理研-੢҆ަ通大࿈ܞ研究チーム」（TL川୺๜໌）
　　⿠「中国科学Ӄとの࿈ܞ強化」
　　⿠「୆࿷国立ަ通大学-理研࿈ܞ実ݧ室」
　　⿠「KFU（カザン大学）-RIKEN࿈ܞ研究室」

第7節　代表的な研究成果

　主任研究員研究室ILs関࿈の研究成果は、第Ⅱ編第3章にまとめられているの
で、フロンティア研究システム（FRS）やそれを起源とする基幹研内の研究領域
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や独立主幹研究員、特別研究Ϣニットなどの中から、特に2000（平成12）年以
降のݦ著な研究成果をまとめておく。

物理学分野
　ʬ量子コンピュータを構成する基本ճ࿏を׬成ʭ（図18）
　世界で初めて、ݻ体素子で構成される量子コンピュータの基本素子2ݸを結合
した実1）ݧ量子ビットでの制ޚ技術をベースに、二つの量子ビットからなる新

しいճ࿏を作੡し、パルス電ѹにより二つの量子ビッ
トで同時に量子ৼಈを起こさせる実ݧ）で、量子ビッ
ト間の共ৼ状態を起こし、「量子བྷみ合い状態」を実
現した（2003年）。
　さらに、新たに開発した可変式結合ճ࿏により、量
子ビット間の結合制ޚに初めて成ޭした。この開発に
より、量子アルゴリズムに従った量子ԋ算が初めて可
能となり、量子コンピュータの実現に向けて大きな前
進となった（FRS単量子ૢ作研究グループࢹڊ的量子
コώーレンス研究チームTLᤚஹਃ、2007年）。

　ʬ௒伝導人工ݪ子を組み込んだ新量子光学デバイスを開発ʭ
　直ܘ໿1�mの௒伝導量子ビットをڊ大な人工ݪ子と見立て、マイクロ波が通
る伝送線（導波࿏）と強く結合させたݻ体電子素子を作੡、外部から電気的条݅
を制ޚして、自વݪ子と光子による相ޓ作用と同様な量子光学現৅を観察するこ
とに成ޭした。単光子増෯器、人工ݪ子を並べた量子メタ材料、光スイッチなど
への応用が期଴される（基幹研究所　物質機能創成研究領域単量子ૢ作研究グ
ループ・ࢹڊ的量子コώーレンス研究チーム　ᤚஹਃ、2010年）。

　ʬ光リソグラフィーの限界をഁるʭ
　可ࢹ光を電気伝導性のよいۜのパターンにর射し、表面プラズモンとよばれる

ྭ起状態を作ることによって、50nmの෯のप期構造を作੡するこ
とに成ޭした。表面プラズモン共໐干渉ナノリソグラフィー法
（Surface Plasmon Resonant Interference Nanolithography 
TechniqueɿSPRINT）と名付けた（FRS単量子ૢ作研究グループ、
ྭ起子工学研究チームTLੴݪর໵、2004年）。

　ʬ௒伝導࣓ଋ量子の運ಈを制ޚʭ（図19）
　単結থニオブ௒伝導試料上にΨリウムイオンビームで加工を施し
てラチェット機構を作੡し、1MV（100ສボルト）ϗログラフィー
電子ݦඍڸを用いたローレンツ法によりݸ々の࣓ଋ量子のಈきをと
らえ、そのಈ的イメージングを行い、その素過程を初めてඍࢹ的に
解析した。࣓ଋ量子を活用した௒伝導素子の高性能化に新たな道を

ਤøÿɹྔࢠίンϐϡータのجຊૉࢠùݸΛ݁߹࣮ͨ͠ݧ

ਤøĀɹ࣓ଋྔࢠのಈ͖Λ͢࡯؍Δϥ
νΣοτߏػ
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拓くものである（FRS単量子ૢ作研究グループ、量子現৅観ଌ技術研究チーム
TL外ଜজ、デジタル・マテリアル研究チームTL Franco Nori、2005年）。

　ʬ電子の流れで࣓性体のスピンの向きを反転させるʭ
　෯500nm、ްさ30nm、長さ40�mのパーマロイ࣓性細線にパルス電流を流し、
࣓化を反転することに成ޭした。数エルステッドというඍऑな࣓場を外部から加
えている状態で、パルス電流を流したときに࣓化が反転する確率が、࣓場の大き
さや向きに依存しながら大きく変化することを、ಁ過型電子ݦඍڸを用いて直接
観察したものである。スピン流を用いたメモリーなどの次世代電子素子へ向けて
大きく前進した（FRS単量子ૢ作研究グループ、量子現৅観ଌ技術研究チーム
TL外ଜজ、量子ナノ࣓性研究チームTL大୩義ۙ、2007年）。

　ʬISSに౥載された全ఱエックス線ࢹ؂૷置（MAXI）による成果ʭ（図20）

ਤù÷ɹ."9*ʹΑΔશఱ9ઢ؍ଌը૾

　ʬフΝーストライト画૾のࡱӨに初めて成ޭʭ（2009年8月18日）
　ʬMAXIによる観ଌデータのެ開開始ʭ（2010年1月13日）
　ʬڊ大ブラックϗールに星がٵい込まれるॠ間を世界で初めて観ଌʭ
　MAXIはアメリカのΨンマ線バースト観ଌӴ星（Swi�ɿスウィフト）との࿈ܞ
により、地球から39ԯ光年཭れたۜՏの中心にあるڊ大ブラックϗールに星が
、研究部門ܞい込まれるॠ間を世界で初めて観ଌした（基幹研࿈ٵ
宇宙観ଌ実ݧ࿈ܞ研究グループ、MAXIチームTL຀ౡ、2011年）。

工学分野
　ʬ介ޢ支援ロボット「RIBA（リーバ）」による移乗作業の実現ʭ
（図21）
　抱き上げ重量80kgの「RIBA-Ⅱ」も開発、চからंいすへの抱
き上げ移乗も達成。介ޢ支援ロボットによる人の優しい抱き上げで、
介ޢの࿑力を大෯にܰݮする。しかし、実用化への取り組みはス
トップしている（基幹研　理研-東海ゴム人間共存ロボット࿈ܞセ
ンター、ロボット感覚情報研究チームTL޲Ҫརय़、ֲܼ࢜、細ߐ、
2009年、2011年）。

ਤùøɹհࢧޢԉϩϘοτʮ3*#"�ᶘʯの
σϞンετϨーγϣン
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化学分野
　ʬナノのްみとマクロな面積を持つ「ڊ大ナノບ」の作੡ʭ（図
22）
　ジルコニアとՍڮアクリルϙリマーをݪ料に光重合によって、
複合ネットワーク構造をもつ30nm以下の極限的なബさ、ແܽؕ、
フレΩシブル、変形も自在の高強度のڊ大ナノບを作り出した
（FRS時空間機能材料研究グループGD、トϙケミカルデザイン
研究チームTLᅳ෢๛2006、ت年）。

　ʬ光や電気で遺伝子制ޚの決め手「メチル化」の直接認識法を開発ʭ（図23）
　DNAのメチル化した部位とબ୒的に結合する金ଐࡨ体などを開発した。オスミ
ウム金ଐ試ༀがもつࢎ化力を応用し、メチルシトシン部位で特異的に形成される

DNA-金ଐ複合体（オスミウムࡨ体）によって、Ԙ基
配列の中の特定のシトシンで、メチル化しているかど
うかを、ܬ光や電気シグナルの強さで判別できる方法
を開発した。従来一൩かかっていたメチル化ݕ出を、
最短で1時間と大෯に短ॖした。がんなどDNAメチル
化異常のප気਍断の新たな方法として期଴されている。
（FRS独立主幹研究Ϣニット、Ԭຊ2007、ॆߊ年）。

　ʬパラジウムを含む高分子ナノ粒子৮ഔບを使った
マイクロチップ反応器ʭ（図24）
　ϙリԘ化ビフェニル（PCB）やϙリष化ビフェニ
ル（PBB）などの有֐なハロゲン化物質の׬全ॲ理
を目指した研究で、ॠ間的にਫ素化୤ハロゲン化反応
を行う化学プラントへの応用につながるものと期଴さ
れる（基幹研究所　グリーンナノ৮ഔ研究チーム、
TLॅڕହ޿、෭TLాࢁཅ一、2012年）。

　ʬ電子の出しೖれでߗさがܶ的に変わる分子バネʭ
（図25）
　ベンゼン環48ݸをྡり合った୸素の位置で結合さ
せたオルトフェニレンの合成に初めて成ޭした。オル
トフェニレンは、三つのベンゼン環が1ピッチのらせ
んを形成するバネ状の構造をしており、さまざまな機
能を発揮するため、エレクトロニクスや分子機ցへの
応用の可能性をൿめている。例えば、このバネ状分子

から電子を一つ取り去るとバネのߗさがܶ的に増して、らせんの反転速度が໿
450分の1も遅くなることが見出されている（基幹研究所　機能性ソフトマテリ
アル研究グループGD相ా୎三、2010年）。

ਤùûɹϚΠΫϩνοϓの໛ࣜਤʢ্ʣͱ:ྲྀࣈ࿏ʹ࡞੒
৮ഔບʢԼʣࢠύϥδ΢Ϝφϊཻࢠ෼ߴͨ͠

ਤùúɹέΠޫݕग़༻Φεϛ΢Ϝࡨମ͕ϝνϧγτγンʹ
ಛҟతʹ݁߹ͨ͠໛ࣜਤ

ਤùüɹΦϧτϑΣχϨンの෼ߏࢠ଄ʢ্ʣͱͦの໛ࣜਤ
ʢԼʣ

ਤùùɹڊେφϊബບ͕ϚΠΫϩϐϖοτʹ
ࢠҾ͞ΕΔ༷ٵ
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　ʬ光を運ಈエネルギーに変える新高分子素材の開発に成ޭʭ（図26）
　世界で初めて、分子を大面積で3次ݩ的に配列させ、新機能を実現することに
成ޭした。
　光で構造が変化するアκベンゼン分子を組み込んだブラシ状の高分子「ϙリ
マーブラシ」を、大面積で3次ݩ的に一挙に配列させる手法の開発に初めて成ޭ
した。このϙリマーブラシをԆ৳したテフロンシート
にڬみ込み、アイロンに似た೤とѹ力を加えるという、
いたって؆単なૢ作で実現する。
　このフィルムに光を当てると、アκベンゼン分子の
構造変化が一方向に集໿し、フィルムが࿷ۂするとい
うࢹڊ的変形を引き起こす。すなわち、この新しい
フィルムは光エネルギーを運ಈエネルギーに変換する
機能を持っており、新たな人工ے೑材料などへの展開
が期଴される（基幹研究所　機能性ソフトマテリアル
研究グループGD相ా、2010年）。

生物科学分野
　ʬメラニン৭素の༌送メカニズムを解明ʭ
　メラニン৭素はൽෘ内ଆにある細胞（メラノサイト）で合成され、খ胞（メラ
ノソーム）にஷଂされるが、Rab27Aというタンパク質がメラノソームを細胞ບ
へ༌送する機構を解明した。また、メラニン৭素の༌送を્֐する新߬素も発見
した。今後、この分子の活性化・不活性化をଅすༀの開発が進めば、ഽのඒനの
維持やന൅発生の཈制などの研究にも役立つものと期଴される（独立主幹研究Ϣ
ニットUL෱ాޫଇ、2004-2006年）。

　ʬ݂؅内ൽ細胞のシアルࢎ形成で݂؅新生を調અʭ
　シアルࢎが݂؅内ൽ細胞の接ண分子「PECAM」をہ在させ、細胞ࢮを制ޚ
することを発見した。将来、シアルࢎなどの細胞表面౶࠯を標的とした新たな߅
݂؅新生્ࡎ֐の開発の可能性を打ち出した（基幹研　ケミカルバイオロジー研
究領域、システム౶࠯生物学研究グループ࣬ױ౶࠯研究チームTL୩ޱ、෭TL๺
௺͠ͷͿ、分子リΨンド生物研究チームTL小ౢ૱一、෱ౡ医科大学医学部ڮຊ
。（त、2010年ڭ߂߁

　ʬ異常౶タンパク質の分解モデルに新しい機構を発見ʭ
　パン߬฼として知られる出芽߬฼を用いて、細胞質に஝積しているN型౶࠯由
来の౶࠯（༡཭౶࠯）の構造を決定する方法の開発に成ޭした。౶࠯の構造から
品質؅理を高める౶タンパク質分解のメカニズムを探る上で、大きな進歩である。
ླ໦は、全タンパク質の໿半数ともいわれる౶タンパク質からN型౶࠯を༡཭さ
せる߬素PNGaseが細胞質に存在することを1993年に世界で初めて見いだして
おり、この成果は、そのԆ長に位置付けられる独創性の高い研究である（基幹研　

ਤùýɹϑΟϧϜのޫʹΑΔมܗʢ্ʣͱΞκϕンθンの
ޫҟੑԽʹ൐͏ߏ଄มԽʢԼʣ
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ケミカルバイオロジー研究領域、システム౶࠯生物学研究グループ、౶࠯代ँ学
研究チームTLླ໦、2010年）。

　ʬ౶࠯の合成્ࡎ֐を発見ʭ
　6-アルΩニルフコースが細胞内でのフコース౶࠯の合成を強く્֐することを
見いだした。؊がんのਁ潤཈制効果があることから、がんのѱ性化を཈える可能
性をൿめている（グローバル研究クラスタ　システム౶࠯生物学研究グループ࣬
。（2017年、ޱ研究チームTL୩࠯౶ױ
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